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　総　　説（一般）

1.　は じ め に

ベンゼンは単環芳香族に分類される揮発性の炭化水素
化合物であり，発ガン性を有していることから鉱物油類
では唯一，土壌や地下水に係わる環境基準値が設定され
ている。ベンゼンによる土壌・地下水汚染は，ベンゼン
を基礎化学原料として使用している事業所だけでなく，
ガソリンスタンド（ガソリンには約 1％のベンゼンが含
まれている）や，石炭ガス製造工場跡地 10)（石炭を原料
としてガスを製造する過程でベンゼンが副産物として生
成されていた）で多く確認されている。ベンゼンは水よ
り比重が軽く，炭化水素化合物としては水溶性が比較的
高い（約 1.8 g/L）ため，地盤中に漏洩したベンゼンは
帯水層に到達すると地下水に溶解し，帯水層中に広く拡
散する事例が報告されている。
汚染土壌を掘削して場外で処理する方法は，確実で比
較的短期間に浄化が完了することから国内で最も実績の
多い浄化方法であり，土壌汚染対策事業の約 80％で用
いられてきた。しかしながら，土壌の掘削深度が大きく
なると浄化費用が高騰すること，環境負荷が大きいこ
と，掘削した汚染土壌の処理施設が近年不足しているこ
となどの課題がある。2010年に改正された土壌汚染対
策法では，環境負荷低減の観点から地中深くに存在する
帯水層の汚染については原位置（非掘削）浄化技術を活
用して，汚染土壌の安易な掘削除去を抑制することを求
めている。原位置浄化技術は，汚染土壌を全て掘削する
浄化方法と比較してコストが安く，エネルギーの使用量
や汚染物質の大気中への拡散を抑制できる環境負荷の小
さな浄化技術であり，近年は適用事例が急速に増加して
いる。しかしながら，土壌汚染対策法が施行された

2003年頃には，汚染物質が溶解している地下水を地上
に汲み上げて浄化を行う揚水処理を除いて原位置浄化技
術に対する技術の蓄積が乏しく，揚水処理では徐々に浄
化効率が低下して想定した浄化期間内に汚染物質濃度を
環境基準値以下に低減できない事例が頻発したため，新
たな原位置浄化技術を確立することが喫緊の課題となっ
ていた。
本報では，ベンゼン汚染地下水の長期的な観測結果か
らベンゼン分解菌に関する知見を蓄積し，好気的なベン
ゼン汚染地下水の浄化方法である注水バイオスパージン
グ工法，嫌気性ベンゼン分解菌を用いるバイオオーグメ
ンテーションの開発を行った経緯と個々の技術の内容に
ついて概説する。

2.　熊本市内のガソリン汚染サイトにおけるベンゼンの

挙動と生物学的自然減衰

熊本平野は，水を浸透させにくい基盤岩上に地下水を
貯留し易い阿蘇火砕流堆積物や砂礫層が広く分布してお
り 13)，阿蘇西麓台地で涵養された豊富で良質な地下水が
熊本都市圏近郊に流出して，流動性の極めて高い地下水
流域を形成している。そのため，熊本市は地下水の豊富
な地域であることで有名であり，江津湖に代表される湧
水地が多く存在し，生活用水として自家用井戸を利用し
ている世帯が多い。

1991年 1月に熊本市内の井戸水を利用している住宅
域で，市民からの通報で井戸内に油臭・油膜が生じてい
ることが発覚し，近隣のガソリンスタンドの貯留タンク
からガソリンが漏洩していることが明らかとなった。汚
染源となった貯留タンクは撤去されたが，ガソリン成分
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が地下水を介して広域に拡散したため，汚染濃度の高い
エリアでは汚染地下水の揚水処理による浄化対策が熊本
市役所によって実施された。地下水に溶解し易いガソリ
ン成分であるベンゼン，トルエン，キシレン（以下，3
種の成分をまとめて BTX と記載する）は 1993年には
汚染源から約 800 m 下流の地下水中でも観測されたが，
その後は汚染範囲が縮小し，汚染濃度も低下傾向を示し
た（図 1）。しかしながら，浄化装置の運転を開始して
約 10年経過後も揚水井戸の近傍では BTX が残存し，
揚水によって回収できるガソリン成分も減少したため，
効率的な浄化が困難になった。
筆者は，一般社団法人土壌環境センターで 1999年か
ら 2005年まで行われた Monitored Natural Attenuation 19)

（MNA，国内では「科学的自然減衰」と称している）の
検討部会の一員として，本汚染サイトの帯水層における
BTX の挙動と生物学的自然減衰の可能性について熊本
市役所の協力を受けて包括的な調査を実施した 17)。本サ
イトの嫌気状態の汚染地下水を用いて室内バッチ試験を
行った結果，酸素（空気）と栄養塩（窒素・リン）を供
給した場合には，短時間でベンゼンの分解が生じること
が示された（図 2）。一方，嫌気状態では硝酸塩を添加
した条件でベンゼンの僅かな減少がみられたが，それ以
外の条件では有意な分解が確認できなかった（図 3）。
一方，トルエンや m, p- キシレンについては硝酸塩や硫
酸塩を電子受容体として分解する嫌気性細菌が存在し
た 6)。本試験の結果から，本サイトの汚染域の BTX 濃
度が長期的に減少する要因としては，汚染地下水の拡散
だけでなく，酸素や硝酸塩などの微生物分解に必要な電
子受容体が地下水を介して非汚染域から汚染域に供給さ
れ，BTX の微生物分解による自然減衰が生じるためと
考えられた。
このような調査結果を受けて，2002年 4月に浄化装
置を停止して地下水の汚染状況を長期的に監視しながら
浄化事業の収束を目指す MNA の適用を開始した。MNA
の適用前後における揚水井戸でのベンゼン濃度の推移を

図 3．室内バッチ試験による汚染地下水のベンゼン嫌気分解特性
 ●：地下水（気相無し），■：NH4

+（1.0 mg/L），PO4
–

（0.2 mg/L），および NO3
–（0.12 mg/L）を添加した地下水

（気相無し），▲：NH4
+（1.0 mg/L），PO4

–（0.2 mg/L），
および SO4

2–（19.2 mg/L）を添加した地下水（気相無し），
地下水中の初期ベンゼン濃度：4.0 mg/L（ベンゼン再添加）

図 2．室内バッチ試験による汚染地下水のベンゼン好気分解特性
 ●：地下水（気相無し），■：地下水に対して 3倍量の

気相（空気）有り，▲：NH4
+（1.0 mg/L），および PO4

–

（0.2 mg/L）を添加した地下水に対して 3倍量の気相（空
気）有り，地下水中の初期ベンゼン濃度：4.0 mg/L（ベン
ゼン再添加）

図 1．観測井戸における地下水中の BTX 濃度の推移
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図 4に示す。地下水中のベンゼン濃度は浄化装置を停止
するまではほぼ一定の半減期（1.25年）で減少し，揚水
停止後は濃度変動が大きくなったものの，長期的には浄
化装置を停止する前とほぼ同様の半減期で減少している
ことが確認された。また，揚水停止後に，汚染域での
BTX の急激な濃度上昇や，汚染域周辺の井戸での BTX
による再汚染も確認されなかった。
揚水停止後の 2年間の MNA 試行期間中に，汚染域

（4箇所）および非汚染域（8箇所）の観測井戸 7) におい
て微生物由来の自然減衰に関わる指標項目を分析した結
果を表 1に示す。2年間の調査を通じて，これらの指標
項目はほぼ同様の傾向で推移し，BTX 分解菌の増殖が
可能な環境条件であることが示された。また，分解菌が
増殖した直接的な証拠と，分解菌による電子受容体の消
費が確認され，MNA 試行期間に汚染物質である BTX
の微生物分解が長期的に生じていることが裏付けられ
た。また，PCR-DGGE 法によって汚染域および非汚染
域における微生物群集構造解析を実施した結果，非汚染
域で確認された細菌群は系統的なばらつきが大きかった
一方で，汚染域で確認された細菌は異なる井戸でも比較
的系統の近い種が優占して現れることが明らかとなっ
た 7)。汚染域の優占種について詳しく解析を行った結

果，揚水井戸からは嫌気的にトルエン分解することで知
られている Azoarcus 属が確認され 7)，汚染環境では浄
化菌が出現して汚染物質の自然減衰に寄与しているもの
と考えられた。

3.　好気的な原位置バイオレメディエーション技術の開発

2章ではベンゼン汚染地下水の長期的な浄化に取り組
んだ事例について紹介したが，実際の土壌・地下水浄化
事業では，土地の有効利用のために短期間で浄化を完了
することを求められる場合が多い。筆者らは，ベンゼン
で汚染された帯水層を掘削除去と同等の浄化期間で浄化
できる原位置浄化技術の開発を行うにあたって，図 2に
示した地盤中に棲息している好気性ベンゼン分解菌の高
い浄化能力に着目し，それらを有効に利用可能な原位置
バイオレメディエーション技術の開発を 2002年より着
手した。
帯水層中の好気性細菌を活性化して浄化を行う方法と
して，空気供給井戸（スパージング井戸）を用いて帯水
層に空気（酸素）を供給するバイオスパージング工法が
存在した 8)。本工法は，ベンゼンが浄化対象とする場合
には，気化による物理的浄化効果も併せて期待できるた
め，ベンゼンで汚染された帯水層の浄化に適した原位置
浄化技術と考えられていた。しかしながら，図 2に示し
たベンゼン汚染地下水の分解試験の結果からわかるよう
に，微生物分解効果を高めるためには空気（酸素）の供
給だけでなく，不足している栄養塩を同時に供給するこ
とが必要不可欠であるが，効率的に栄養塩を供給できる
工法が存在していなかった。
そこで，栄養塩を効率的に地盤中に供給する手段につ
いて試行錯誤した結果，空気と栄養塩を含む液体を同時
に帯水層に供給可能な「揚水循環併用バイオスパージン
グ工法（注水バイオスパージング工法）」を開発し
た 11,12)（図 5）。本工法は，栄養塩を供給可能な注水施設
をスパージング井戸に付設することで，空気と液体を同
一のスパージング井戸から帯水層へ供給することを特徴

図 4．揚水井戸における地下水中のベンゼン濃度の推移

表 1．汚染物質（BTX）の生物学的自然減衰に対する評価項目

指標項目 指標項目の根拠 本サイトの評価
平均値 *

上段：汚染域
下段：非汚染域

分解菌が増殖可能
な環境条件

pH 分解菌は中性域で活動
（5<pH<9が適）

汚染域の pH は中性付近であり，微生
物の増殖は十分期待できる

6.6
6.1

水温 分解活性は温度に依存する
（<5°Cは不適，>20°Cが適）

水温は 20℃を下回っているが，微生物
の増殖は十分期待できる

19°C
19°C

分解菌が増殖した
直接的証拠

全菌数 全菌数増加は分解菌増殖の直接的な証
拠

約 15倍の菌数増加があり，分解菌が増
殖していると推測される

3.4×106 cells/mL
2.2×105 cells/mL

炭酸イオン 好気・嫌気分解による最終生成物であ
り，微生物活性の指標

炭酸イオンは約 4.8倍増加しており，微
生物活性が生じていると推測される

186 mg/L
25 mg/L

分解菌による電子
受容体の消費

溶存酸素 好気性細菌の増殖に必要な酸素の供給
と消費

酸素が供給され，好気性細菌が増殖し
ていると考えられる

0.6 mg/L
7.6 mg/L

硝酸塩 硝酸還元細菌の増殖に必要な硝酸塩の
供給と消費

硝酸塩が供給され，硝酸還元細菌が増
殖していると考えられる

1.0 mg/L
5.0 mg/L

硫酸塩 硫酸還元細菌の増殖に必要な硫酸塩の
供給と消費

硫酸塩が供給され，硫酸還元細菌が増
殖していると考えられる

0.6 mg/L
15.9 mg/L

* MAN試行期間中の，汚染域（4箇所）および非汚染域（8箇所）の観測井戸における 2年間の平均値
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としている。栄養塩が溶解した液体はスパージング井戸
からの送気圧を利用して速やかに地盤内に流入でき，栄
養塩を広範囲に供給できることが確認されている（図
6）。また，注入水は揚水した汚染地下水を処理して循環
利用するため，排水が生じないと共に，微生物の増殖を
妨げる代謝産物の蓄積を防ぐことが可能である。
本工法の浄化実績を表 2に示す。本工法は，ベンゼン以
外にシアン化合物や炭化水素化合物（石油類）などの汚
染物質の浄化にも実用化されており，その対象範囲はガ
ソリンスタンド跡地などの狭隘な敷地から広大な工場跡
地など，浄化規模に左右されず用いられている。

表 2に示した浄化実績の中で，No. 6のサイトは図 7
に示す約 3万 m2の広大なベンゼン汚染地下水を浄化す
る工事であったが，スパージング井戸の配置に関する最
適設計方法，高速施工可能な新型のスパージング井戸な
どの新技術 15) を採用した結果，最長でも 6ヶ月間で浄
化が完了し（図 8），浄化施設の設置および撤去を含め
て約 1年で浄化事業が終了した。本工事では，近隣のエ
リアで実施していた揚水処理によるベンゼンの原位置浄
化工事と比較して約 1/10の期間で浄化が完了し，工期
の大幅な短縮を達成した。本サイトでの高速施工の実績
が認められ，東京都の豊洲新市場予定地の地下水浄化工
事に本工法が適用された（表 2の No.7） 18)。

4.　嫌気的なバイオレメディエーション技術の開発

注水バイオスパージング工法のような好気性細菌を利
用する浄化技術は，嫌気状態の汚染帯水層を強制的に好
気状態に変換するため，多くのエネルギーが必要になる。
帯水層の嫌気状態を維持したまま嫌気性細菌を利用して
浄化を行うことができれば，エネルギー使用量は大幅に
削減可能と考えられるが，嫌気環境下で炭化水素化合物
を分解できる細菌は限られている。また，分解速度も好
気性細菌と比較すると遅いため，嫌気性細菌を利用して
炭化水素化合物を浄化する技術は確立されていなかっ
た。近年，好気性ベンゼン分解菌に比べるとベンゼンの
分解速度は遅いものの，硝酸塩 1) や硫酸塩 5) を利用して

表 2．注水バイオスパージング工法の浄化実績

No. 浄化サイト（跡地） 浄化汚染物質 浄化土壌量 浄化期間
1 石炭ガス製造工場 ベンゼン 65,000 m3 24ヶ月
2 ガソリンスタンド ベンゼン , 灯油 3,000 m3 6ヶ月
3 めっき工場 シアン化合物 3,000 m3 12ヶ月
4 石炭ガス製造工場 ベンゼン，シアン化合物 80,000 m3 29ヶ月
5 機械工場 機械油 12,000 m3 12ヶ月
6 石炭ガス製造工場 ベンゼン 200,000 m3 6ヶ月
7 石炭ガス製造工場 ベンゼン，シアン化合物 200,000 m3 14ヶ月

図 6．トレーサー物質を用いた注入水の拡散状況の確認
 （10 m 角の鋼矢板で仕切られた試験エリア 11) の中央部のスパージング井戸から 10 kg の臭化

ナトリウムを投入して拡散状況を経時的に確認）

図 5．注水バイオスパージング工法の模式図
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嫌気的にベンゼンを分解する細菌の存在が確認されてお
り，帯水層中でのこのような分解菌の濃度を人為的に高
める（バイオオーグメンテーション）ことができれば，
帯水層を嫌気的な状態に保ったままで浄化事業が可能な
ベンゼンの分解速度を得られると考えた。
そこで，2002年から 2006年まで（独）新エネルギー・
産業技術総合開発機構（NEDO）より受託した「難分解
性石油成分の嫌気分解・浄化に関する技術開発」の研究
事業の中で，弊社と海洋バイオテクノロジー研究所が 2
章の熊本市のガソリン汚染地下水から RNA-SIP 法によ
りベンゼン分解菌の単離を試みた 3)。その結果，好気的
にも嫌気的にもベンゼンを分解可能な通性嫌気性細菌
DN11株を獲得した（写真 1，図 9）。

DN11株は，16S rDNA の塩基配列に基づく系統解析
により Azoarcus 属に分類される脱窒菌であり，ベンゼ
ンを嫌気的に分解できる細菌としては，Dechlorompnas 
RCB 株 2) に次いで世界で 2例目に単離された。DN11株
は，硝酸還元環境においてベンゼンだけでなく，トルエ

ン，m- キシレンなどを単一の炭素源として分解できる。
動植物を用いて DN11株の安全性評価を実施した結果，
DN11株には病原性・感染性を有している可能性は低
く，安全性が高いことが実証された 14)。また，DN11株
はベンゼンが存在しない地下水，河川水，海水などの水
環境では生菌数が速やかに減少するため，地下水移動に
伴って DN11株が公共水域に到達したとしても長期間生
存できず，浄化を実施する周辺の生態系を乱す可能性は
低いことが示された 14)。これらの結果を受けて，本菌株
を用いる浄化事業計画については，経済産業省および環
境省から告示されている「微生物によるバイオレメディ
エーション利用指針」の大臣確認を 2009年 5月 29日に
受けている。

DN11株は，曝気等を行わずに安息香酸や有機酸など
を用いて比較的安価に大量培養でき，集積した菌株をベ
ンゼン汚染地下水に投与することによって，地下水を嫌
気状態に保ったままでベンゼン濃度を速やかに減少でき
るサイトが存在することを，汚染サイトから採取した地
下水を用いた室内適合性試験で実証している 4,16)。適合
性試験で効果が確認された汚染エリアでは，図 10に示
す簡素な装置で浄化が可能と考えられ，送気や吸気など

図 8．各エリアの観測井戸における地下水中のベンゼン濃度
（平均値）の推移

 （各エリアは初めにスパージングを実施し，矢印の時点で
注水バイオスパージングに切り替えた。Aエリアはスパー
ジングのみ実施）

図 7．No. 6サイトのベンゼンによる地下水汚染状況（浄化開
始前）

図 9．ベンゼンを単一の炭素源として硝酸塩を含む BSM培地 4) 
で DN11株を好気状態および嫌気状態で純粋培養した際の
ベンゼンの分解特性（20°C）

 ●：好気条件，■：嫌気条件

写真 1．DN11株の電子顕微鏡写真
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の地上施設が不要であるため，エネルギーの使用量が少
なくなるだけでなく，都市部の騒音対策が必要なサイト
や施工制約を受けやすい狭隘な建物直下などのベンゼン
汚染サイトにも原位置浄化技術を適用することが可能で
ある。
しかしながら，DN11株を導入しても効果が現れない
サイトも存在することから 16)，現状では DN11株を用い
る場合には事前に適合性試験を行うことが必要不可欠で
ある。また，最近の検討では，DN11株の大量培養後に培
地を水道水等で希釈して地盤に供給する場合，大量培養
後に培地に残存する有機成分の種類によって浄化が阻害
される事例が確認されている 9)。このように，バイオオー
グメンテーションはバイオスティミュレーションと比較
して不確定要素も多いため，DN11株の嫌気的なベンゼン
分解活性を高める大量培養方法や，DN11株の帯水層への
供給方法に関する技術の検討を継続しており，汚染状況
に応じて確実にバイオオーグメンテーションを実施でき
る品質管理方法の確立を目指している。

5.　お わ り に

バイオレメディエーションは低コスト・低環境負荷で
実施できる理想的な浄化技術であり，浄化菌のメカニズ
ムやモニタリング技術が飛躍的に向上したことにより，
近年ではベンゼンを含む揮発性有機化合物により汚染さ
れた帯水層の原位置浄化方法として広く採用されてい
る。今回，本学会の技術賞を受賞させていただいたが，
筆者がこのような技術開発を遂行できたのは，私の専門
である土木工学（環境工学・地盤工学）の分野と環境微
生物学の分野が協力してバイオレメディエーションの開
発に真摯に取り組んできた結果と考えており，その過程
でご指導していただいた専門家の先生方に感謝の意を表
すると共に，今後も本技術が広く国内で普及する努力を
続けていきたいと考えている。
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図 10．DN11株を用いる原位置浄化装置の模式図


